
「組織等の概要、取組の特徴」及び「意見・要望」 

 

法人名 くしいけのうぎょうしんこうかい 

櫛池農業振興会 

氏名（肩書き） ひらた まさあき 

平田 正明   （事務局長） 

所在地 新潟県上越市 

経営の概要 協定農用地：180ha（田） 枚数：1,660枚 

交付金額：3,906万円（個人配分 48％、共同取組活動 52％） 

協定参加者：316人（うち農業者 86人、農地所有的化法人 6社） 

協定開始：平成 12年度 

取組の特徴 標高 90～490mの 11集落からなる中山間地域において、集落担い

手組織が参加する中山間地域直接支払集落協定の一本化を契機に、

地区全体の課題に対応するため、連合組織櫛池農業振興会を設立。 

 多面的機能支払制度の取組を実践する機能を追加して、平成 30

年 8月に一般社団法人化。 

〇集落の維持 

・集落ごとに行っている一人暮らし世帯の屋根雪下ろし・道付け

等について、地区全体での支援体制を整備。 

・高齢者の送迎の仕組みづくり、相談先の斡旋等による婚活の推

進商工会と連携した商店の再興。 

〇構成組織強化 

・集落の垣根をこえ、若者や女性の活動の連携を促進し、山菜加

工品等の新たな商品開発など、更なる活動の活性化を図る。 

今後の展開 １．持続的な地域営農の推進 

・法人の会計支援、シードセンターの機能維持。 

２．集落機能・強化対策の実施 

・櫛池地区将来ビジョンの点検、地域おこし協力隊受け入れなど

需要に応じた人員体制を整え、支援を継続。 

３．農業農村整備事業の推進 

４．多様な担い手への支援 

・営農面については、農福連携の更なる推進など多様な担い手へ

の支援を継続。 

５．行政機関や農業団体との連携 

・高齢者の送迎等の仕組みについては、行政や住民自治組織であ

る「まちづくり振興会」等と連携。 

６．地域マネジメント組織として適正な法人運営 

・高齢者送迎等生活面での支援。（試行加算活用） 

意見・要望 １．地区出身者を主な対象とした、在郷、UIJ ターンによるシルバ

ー型農の雇用制度の創設。 

※農業収入以外での所得確保も認めてほしい。 

２．乗り入れ口の勾配等安全に配慮した基盤整備事業に取組むため

の、予算の確保と計画的な事業実施を望みます。 

３．中山間地域でも取り組めるスマート農業の推進。 

４．棚田地域振興法関連施策の充実化と永続への期待。 

 



●「中山間地域等直接支払制度
第Ⅱ期」における推進体制の変
更に応じて、平成17年に、こ
れまでの協定を統合した「清里
地区中山間地域等直接支払集落
協定」を締結・広域化。

Step２（H17～）

中山間地域等直接支払
制度の活動組織の広域化

●農業機械共同利用組織として
各集落に生産組織が設立されて
いたが、コスト低減も限界。
●地区内の生産組織を統合した

Step１（H16～）
農業機械共同利用組織
生産組織の広域化

取組目標

●集落を越えた地域での活動によ
り、一層のコスト低減に成果。

●推進体制の変更による交付額
の減少回避。脱落集落の取込み。

●地区内には、既に設立されてい
た認定農業者連絡協議会を含め、
広域組織が３つ存在。
●集落機能の低下等も含め、広域
組織の運営負担が増大。
●このため、平成18年に、これら
の組織を統合して「櫛池地区農業
振興会」を設立。

Step3（H18～）

農業振興を目的とする広域組織の
統合・運営基盤強化

●各組織を統合し、運営事務の
効率化・人的資源の共有。

地域マネジメント組織で地域活性化を （新潟県 農業振興会）

きっかけ
集落機能の低下など
で広域組織の運営負
担が増大し、地域の
先行きに危機感。

きっかけ

○ 上越市の清里区櫛池地区は、標高９０～４９０ｍの１１集落からなる中山間地域。

○ これらの集落と担い手や組織が参加して、中山間地域等直接支払制度の協定の一元化を契機

に、地区全体の課題に対応するため、連合組織（櫛池農業振興会）を設立。

農産物庭先集荷事業

Step４

更なる地域振興の取組へ

●持続的な地域営農の推進
・法人の会計支援、シードセンターの機能維持

●多様な担い手への支援

●農業農村整備事業の推進

耕作放棄発生防止 農作業体験

※多様な支援
・中山間地域振興基本条例（H23.6)
・中山間地域元気な農業づくり推進員設
置（上越市）
・中山間農地活用促進モデル事業
・ 農村集落活性化支援事業（国）

H25過疎集落等自立再生
緊急対策事業

●集落機能・強化対策の実施

●行政機関や農業団体との連携

●地域マネジメン ト組織として適正な法人運営

・将来ビジョンの点検、地域おこし協力隊受入れ

◇広域化による

地域営農活動の活性化

・ 米 直 売や加工品販売等

体制づ く り

・ 交 流活動

◇耕作放棄地の拡大防止

・ 山 菜 、 そ ば な ど 導入

◇継続的営農体制づくり

による不安の解消

・ 法 人 間連携の推進

・ 公 社や担い手 と 合理的 な

農地利用調整

◇住み続けられる共助体制

「櫛池地区生産組織連絡協議会」
を設立。

・ 高齢者送迎等生活面での支援（試行加算活用）

●櫛池地区が一つになって農地・農
家・集落・地区を守る体制づくり

●櫛池地区の集落や農家が不足する
機能を補い合える体制づくり

●徹底した生産コストの低減

広域組織の目的・理念



時系列 組 織 名 等

平成16年以前 「清里区認定農業者連絡協議会」が存在 集落単位の生産組織が７つあり農業機械の有効利用が

進められる。→経営規模が小さい為コスト低減も限界。
平成12年から開始された「中山間地域等直接支払制
度」に12集落がそれぞれ取組み実施した。

平成16年11月 「 」の設立
・従来は、集落単位で行っていた農業機械の共同利用
や作業協力等を で行うために設立

平成17年7月 「清里区認定農業者連絡協議会」の
地区の認定農業者が参加

「清里区中山間地域等直接支払集落協定協議
会」の設立
・中山間地域等直接支払第２期への移行に当たり、
１２の集落協定を一本化
⇒｢清里区中山間地域等直接支払集落協定]の締結
・ 区農業振興会の実質的な母体となった。

⇩ ⇩ ⇩
平成17年

～18年

「 区農業振興会設立準備幹事会」の発足
・３つの広域的な組織が併存する状態となり、これらの組織の運営に係る地域の負担増が課題となったため、
３組織の目的や事業を代行する機関を改めて設置することを検討した。

平成18年9月 「 」の発足
・町内会、農家組合、中山間地域等直接支払支部、各生産組織、認定農業者等で組織
・役員については、設立準備幹事会のメンバーが留任

これに伴い･･･
・ は、平成19年4月に解散
・清里区中山間地域等直接支払集落協定協議会は、平成22年3月に解散
・清里区認定農業者連絡協議会のうち の認定農業者が のメンバーとなった。

平成23年4月 「 」に名称変更

平成30年8月 「 」を一般社団法人化

幹事会役員
会 長：小川文男（清里区中山間地域等直接支払集落協定 代表（当時））
副 会 長：横山直幸（ 会長（当時））
事務局長：羽深明治（ 事務局長（当時））

その他のキーパーソン
保坂一八
･･･（公財）清里農業公社の事務局長として、

農地の受委託コーディネートを実施。(有)
グリーンファーム清里の代表でもある。

･･･ の立ち上げにも尽力
(公財）清里農業公社

Ｈ５年３月、(財）清里農業公社として設立
Ｈ24年３月、(公財）清里農業公社に変更

(有)グリーンファーム清里
Ｈ５年３月設立

○ （一社） 業振興会の法人化までの経緯



業振興会の具体的な取組 Ｈ30年1月に作成したパンフ



○ 地区が一つになって集落・
地区を守る体制づくり

○集落に不足する機能を相互に補
い合える体制づくり

○現状の集落内除雪体制を維持し
つつ、豪雪時の人手不足を補う
体制づくり

【新潟県上越市 農業振興会】地域マネジメント組織で地域活性化

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

現
状
と
課
題

○位置
新潟県上越市（過疎、特農）

〇地域の概要
冬は積雪が２～３ｍにも及ぶ豪雪地
帯で、農業生産条件、居住条件ともに
厳しい地域

○主要作物
・水稲

新潟県

地域一丸となって生活面を支援

○新たな除雪体制の整備

大雪の時は雪処理参加者が不足することがある
ため、Ｒ1年度にシルバー人材登録を一新。現役
世代の登録も得て、体制を強化し「地域協力隊（仮
称）」を創設予定。
（小規模・高齢化集落の農道・水路の維持管理を
実施してきた振興会内の下部組織が母体）

○将来的な目標
・需要に応じた人員体制を整え、支援を継続。
・行政や住民自治組織である「まちづくり振興
会」等と連携して、高齢者の送迎等の仕組みを
構築。

じょうえつ

スマート
農業推進型

栽培作物
・方法

集落機能
強化型

人材活用
体整備型

面 積：180ha（田） 交付金額：3,906万円（個人配分48％、共同取組活動52％）
協定参加者：316人(うち農業者86人、農地所有適格法人６) 協定開始：平成12年度

○ 集落人口の減少や高齢化の進行に伴い、農業生産や居住
が困難となることが懸念されている。

○ 声がけ・見守りサービスといった高齢者の暮らしを支える活動
など、地域全体の存続を図るための取組や、集落間の連携等
によってお互いの労働力不足を補完する取組が必要。

地域の先行きに危機感

試
行
加
算
の
取
組
内
容

地域振興の取組

○ 集落の維持
・集落ごとに行っている一人暮らし世帯の屋
根雪下ろし・道付け等について、地区全体
で支援する体制を整える。
・高齢者の送迎の仕組みづくり、相談先の斡
旋等による婚活の推進 、商工会と連携した
商店の再興

○ 構成組織の強化
・集落ごとに活動をしてきた地元の若者や女
性の連携を促進し、山菜加工品等の新たな
商品開発など、更なる活動の活性化を図る。

新たな農産加工品
開発に向けた研修
会の様子

0
11 15 19 24

0

10

20

H22 H23 H27 R1 R6

（人）＜雪処理等の人材登録者数＞

じょうえつ くしいけ


	6meeting_doc
	9-1
	9-2

